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　投稿

推奨運動量レベルの運動習慣と入院外医療費との関連
－藤沢市における検討－

齋
サイトウ

藤　義
ヨシノブ

信＊ 1＊ 6　小
オ

熊
グマ

　祐
ユウ

子
コ
＊ 7＊ 8　鈴

スズ

木
キ

　清
キヨ

美
ミ
＊ 2　相

ソウ

馬
マ

　純
ジュン

子
コ
＊ 3

田
タ

中
ナカ

　あゆみ＊ 1　吉
ヨシ

田
ダ

　幸
コウヘイ

平＊ 4　小
コ

堀
ボリ

　悦
ヨシタカ

孝＊ 5

＊ 1公益財団法人藤沢市保健医療財団藤沢市保健医療センター保健事業課健康運動指導士　＊ 2同保健師
＊ 3同看護師　＊ 4同臨床検査技師　＊ 5同所長　＊ 6慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科後期博士課程
＊ 7同准教授　＊ 8慶應義塾大学スポーツ医学研究センター准教授

目的　本研究は藤沢市国民健康保険被保険者を対象とした国保ヘルスアップモデル事業で得られた
データを用い，「健康づくりのための運動基準2006」で示された日本における推奨運動量（週
4METs・時）レベルの運動習慣の継続・増加・減少という変化と医療費との関連について検
討することを目的とした。

方法　対象は藤沢市国民健康保険被保険者1,343名（年齢63.3±5.1歳：Mean±SD）であった。医
療費の分析は2002年度と2004年度の年間入院外医療費を用いた。運動習慣は質問紙により， 1
週間に 1 回30分以上の運動やスポーツを行う頻度について，事業開始時（2002年）と 2 年後
（2004年）の追跡調査により評価した。その結果から，「運動習慣が週 2 回未満のまま推奨値
を満たさなかった群（非推奨群）」，「週 2 回以上の推奨値から週 2 回未満に減少した群（減少
群）」，「週 2回未満から週 2回以上に増加した群（増加群）」および「週 2回以上継続し，推奨
値を満たした群（推奨群）」の 4 群に分類した。運動習慣の変化と医療費との関連の検討には，
始めに事業開始年度における医療費の群間比較を行った。その後，事業開始年度と事業最終年
度の医療費の差（変化）の群間比較を多重比較検定にて行った。また重回帰分析を用いて，医
療費の変化に関連する要因の検討を行った。

結果　事業開始年度の医療費は，運動習慣 4群間で差はみられなかった。事業開始年度と事業最終
年度の医療費の差の比較では，非推奨群と推奨群との間に有意差が認められた。事業開始年度
と事業最終年度の医療費の差の平均値は，非推奨群では13,700円の増加，減少群では16,416円
の増加，増加群では6,710円の増加，推奨群は94円の減少であった。重回帰分析を用いて医療
費の変化に関連する要因を検討した結果，運動習慣において非推奨群に対し推奨群であること
で有意に入院外医療費の増加が少なかった。一方，事業開始時の主観的健康感が低い，年齢が
高い，糖尿病を治療中であることが増加に関連する要因であった。

結論　運動習慣は入院外医療費の増加に関連する要因であると考えられ，推奨運動量レベル以上の
運動を継続することにより，入院外医療費の増加を抑制する傾向が示唆された。

キーワード　推奨運動量，運動習慣，生活習慣病，入院外医療費

Ⅰ　緒　　　言

　定期的な身体活動は糖尿病，心血管系疾患，
大腸がん・乳がんの予防など様々な健康上の効

果があることが明らかにされている1）2）。身体
活動が医療費に影響を及ぼすことも報告されて
いるが3）-9），十分な身体活動を行っている国民
の割合は少ない。2006年国民健康栄養調査10）に
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よると， 1回30分以上の運動を週 2回以上実施
し，かつ 1年以上継続している運動習慣者の割
合は男性30.2％，女性28.1％であった。2006年
の日本の国民医療費は33兆 1 千億円に達し，中
でも生活習慣病に関する医療費は 8兆 6千億円，
国民医療費の約35％に上っており11），身体活動
の推進による生活習慣病予防および医療費の抑
制は重要な課題である。
　これまでに，自己記入式の質問紙で評価した
中等度以上の身体活動の増加・継続6）や定期的
なフィットネスクラブの利用7）-9）が医療費抑制
に影響することが米国を中心に報告されている。
日本における報告では， 1日総歩行時間，肥満
および喫煙と国民健康保険被保険者（以下，国
保被保険者）の医療費との関連12），地域住民を
対象とした筋力トレーニングの介入による医療
費抑制効果13），個別健康支援プログラムの医療
費への影響14）-16）が示されている。またTsujiら5）

は国保被保険者を対象としたコホート研究で追
跡開始時の 1日総歩行時間と 4年間追跡した医
療費との関連を明らかにしている。しかしなが
ら，日本において運動習慣の継続・増加・減少
という変化と医療費との関連を検討した研究は
極めて希少である。
　国民医療費のうち，入院外医療費が最も高い
割合を占め，入院外医療費の中でも生活習慣病
に関する医療費が最も多い11）。そこで本研究は，
運動習慣の変化はその後の生活習慣病に関連す
る医療費に影響するという仮説を設定し，人口
約40万人の中都市である神奈川県藤沢市におけ
る国保被保険者の運動習慣の変化と入院外医療
費との関連を明らかにすることを目的とした。

Ⅱ　方　　　法

（ 1）　対象者
　本研究は，藤沢市が厚生労働省から指定を受
けて2002年から2004年にかけて実施した，生活
習慣病予防のための個別健康支援プログラムの
開発・実施・評価の事業である国保ヘルスアッ
プモデル事業17）-19）の一環として実施した。国保
ヘルスアップモデル事業の対象者は事業への参

加に書面での同意が得られた藤沢市国保被保険
者5,549名（介入群979名，対照群4,570名）で
ある。介入群は藤沢市の保健医療福祉サービス
の拠点である藤沢市保健医療センターで健康診
断後の個別健康支援プログラム（個別健康相談
のみのコース，食生活支援コース，医科学管理
に基づく健康づくりトレーニングを行う運動支
援コース）に参加しながら健康づくりを行う群
であった。対照群は2002年 9 月に30～69歳の藤
沢市国保被保険者（約72,000名）から無作為抽
出された20,852名に生活習慣調査票を郵送し，
事業参加を呼びかけた。調査に回答のあった
5,247名中，事業参加に書面での同意が得られ
た4,834名のうち，希望により介入群に移行し
た264名を除いた4,570名を最終的な対照群とし
た。対照群は何ら介入を行わず，2004年 4 月に
生活習慣に関する追跡調査を行った。
　本研究は， 2年後の追跡調査に回答のあった
対照群3,451名（追跡率75.5％）のうち，運動
習慣と医療費との関連について分析可能であっ
た1,343名（男性467名，女性876名）を対象と
した。すなわち，生活習慣調査における事業開
始時と追跡調査の対応データが得られなかった
者，事業開始時に健康診断データが得られな
かった者および転居・死亡などの理由で期間中

解析対象者
（ｎ＝1,343）

以下の者を除外（重複あり）
・生活習慣調査の対応データが
　得られなかった者（ｎ＝1,350）

・事業開始時の健康診断データが
　得られなかった者（ｎ＝2,358）

・期間中に国保被保険者の資格を
　喪失した者（ｎ＝401）

・事業開始時または追跡調査時に
　入院医療費が認められた者（ｎ＝499）

藤沢市国民健康保険被保険者
30～69歳　約72,000名

無作為抽出（ｎ＝20,852）
郵送法による自己記入式質問紙調査依頼

返信者（ｎ＝5,247）

ヘルスアップモデル事業の対照群（ｎ＝4,570）

2 年後の追跡調査の回答者(ｎ＝3,451）

ヘルスアップモデル事業
参加非同意者（ｎ＝413）

ヘルスアップモデル事業の
介入群に移行した者（ｎ＝264）

書面でヘルスアップモデル事業の
参加同意が得られた者（ｎ＝4,834）

図 1 　研究対象者
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に国保被保険者の資格を喪失した者を分析から
除外した。また，健康状態の違いが運動習慣や
医療費に影響を与えることを考慮して，事業開
始時または追跡調査時のいずれかの時点で入院
医療費が認められた者は解析から除外した（図
1）。

（ 2）　医療費
　医療費の分析には，事業開始年度の2002年お
よび事業最終年度（追跡調査時）の2004年の歯
科および調剤報酬明細書を除く国民健康保険診
療報酬明細書情報の入院外の年間医療費を用い
た。

（ 3）　運動習慣
　運動習慣の評価には，事業開始時（2002年）
と追跡調査時（2004年）における自己記入式の
生活習慣調査票のデータを用いた。生活習慣調
査票は老人保健事業の個別健康教育で使用され
たＡ 0票とＡ 1 票20）をもとに作成したもので，
調査項目は主観的健康感，運動，食生活，飲酒，
喫煙，休養，歯，生活習慣病の治療状況などの
項目で構成されている。運動習慣の質問は「仕
事以外で 1週間のうち， 1回30分以上の汗をか
く程度の運動やスポーツを何回しています
か？」という問いに対し，「 0 回， 1 回， 2 ～
3回， 4～ 5回，毎日」の中から選択するもの
とし，中等度以上の強度の運動を 1週間に行う
頻度を問う形式とした。
　厚生労働省「健康づくりのための運動基準
2006」21）における運動量の推奨値は週4METs・
時とされ，4METsの運動を 1 回30分週 2 回行
うと考えると，国民健康栄養調査の運動習慣者
の定義（週 2回以上， 1回30分以上の運動を 1
年以上実施すること）の下限に相当する。その
ため本研究では週 2回以上， 1回30分以上の運
動やスポーツを行っていれば，運動量の推奨値
を満たしていると定義した。運動習慣の変化と
入院外医療費との関連の検討は，事業開始時と
追跡調査の運動習慣より， 4群に分類して行っ
た。すなわち，「運動習慣が週 2 回未満のまま
推奨値を満たさない状態を継続した群（以下，

非推奨群）」，「運動習慣が週 2 回以上の推奨値
から週 2回未満に減少した群（以下，減少群）」，
「運動習慣が週 2回未満から週 2回以上の推奨
値に増加した群（以下，増加群）」および「運
動やスポーツを週 2回以上継続し，推奨値を満
たした群（以下，推奨群）」とした。

（ 4）　その他の基本属性
　健康診断結果は2001年の藤沢市基本健康診査
データより，年齢および身長と体重から算出し
た体格指数（body mass index：BMI）の値を
用いた。また，生活習慣調査より，事業開始時
の主観的健康感（健康であると感じているか否
か），喫煙状況（非喫煙，禁煙，喫煙），飲酒量
（日本酒換算： 0 合／日，0.01～2.9合／日，
3.0合／日以上），生活習慣病（高血圧，脂質異
常症，糖尿病）の治療有無（現在治療中か否
か）のデータを用いた。

（ 5）　統計解析
　事業開始時の運動習慣（運動頻度により 5群
に分類）による対象者の特性の比較については，
年齢，BMIでは一元配置分散分析を用いた。性
別，主観的健康感，喫煙状況，飲酒量，生活習
慣病の治療状況はχ2検定を用いた。
　事業開始時と 2年後の追跡調査時の運動習慣
で分類した 4群における医療費との関連の検討
について，始めに事業開始時の医療費の群間比
較（Kruskal Wallis検定）を行った。事業開始
年度と事業最終年度の医療費の差（変化量）は
正規分布が確認されたため，群間比較には一元
配置分散分析を用い，有意差が認められた場合
には，Bonferroni法による多重比較を行った。
　またMartinsonらの先行研究6）にならい，ス
テップワイズ法による重回帰分析を用いて医療
費の変化に関連する要因の検討を行った。従属
変数には事業開始年度と事業最終年度の入院外
医療費の差額を用いた。独立変数は運動習慣変
化（上述の 4 群），性別，年齢，BMI，主観的
健康感，喫煙状況，飲酒量，高血圧・脂質異常
症・糖尿病の治療有無とし，運動習慣以外は開
始時の値を用いた。カテゴリー変数は，ダミー
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変数として投入した。その際，反復測定による
平均回帰性を補正するため，Martinsonら6）と
同様にChuang-Stein and Tong22）の方法を用い
た。すなわち

　
事業開始年度

の医療費
－
事業開始年度　　

の医療費の平均値

⎞
｜
｜
⎠

⎛
｜
｜
⎝

×

事業開始年度と事業最終年度

の医療費におけるSpearman

の順位相関係数ρ－ 1

⎞
｜
｜
｜
⎠

⎛
｜
｜
｜
⎝

の式から求めた値を回帰式に投入し，解析を
行った。
　統計解析ソフトはPASW statistics 18（SPSS 
Japan Inc.，東京）を用い，統計学的有意水準
は危険率 5％未満に設定した。

（ 6）　倫理的配慮
　本研究は厚生労働省指定の事業の一環として
実施したものであり，厚生労働省の指導のもと
十分な倫理的配慮を行うことを前提に認められ
たものである。また本研究は，慶應義塾大学大
学院健康マネジメント研究科研究倫理審査委員
会の承認を受けて行った（No.2008-22）。

Ⅲ　結　　　果

　事業開始時の運動習慣で分類した対象の特性
を表 1に示す。各群の分布は週 0 回の群が505
名（37.6％），週 1 回の群が235名（17.5％），
週 2～ 3回の群が349名（26.0％），週 4～ 5回
の 群 が144名（10.7 ％）， 毎 日 の 群 が110名
（8.2％）であり，推奨運動量に相当する週 2
回以上の運動実施者の割合は44.9％であった。
事業開始時の運動頻度による群間比較では，性
別，年齢，主観的健康感，飲酒量，糖尿病の治
療状況に有意な差が認められた。すなわち性別

表 1　対象者の特性（事業開始時）

全体
運動頻度1）

有意確率
（P）週 0回 週 1回 週 2～ 3回 週 4～ 5回 毎日

ｎ 1 343 505 235 349 144 110
（％） (100) (37.6) (17.5) (26.0) (10.7) (8.2)
女性の割合（％） 65.2 70.3 71.1 60.5 59.0 52.7 ＜0.001
年齢　（歳）　（Mean±SD） 63.3±5.1 62.6±5.7 62.5±5.4 64.0±4.3 64.3±4.3 64.2±4.6 ＜0.001
BMI（㎏／㎡）（　  〃 　） 22.8±2.9 22.6±3.0 22.6±2.7 23.0±2.8 23.3±2.8 22.7±2.4   0.051
主観的健康感2）（％） 77.3 68.9 77.0 85.1 84.0 82.7 ＜0.001
喫煙状況   0.055
　非喫煙者（％） 71.4 70.9 74.0 70.2 71.5 71.8
　禁煙者（％） 15.0 12.9 12.8 16.0 21.5 17.3
　喫煙者（％） 13.6 16.2 13.2 13.8  6.9 10.9
飲酒量   0.001
 0 合／日（％） 54.2 61.4 54.0 44.4 50.7 57.3
　0.01～2.9合／日（％） 43.6 36.6 43.8 52.7 47.2 41.8
　3.0合／日以上（％）  2.2  2.0  2.1  2.9  2.1  0.9
治療の有無3）

　高血圧（％） 16.9 17.0 15.7 16.6 18.1 18.2   0.972
　脂質異常症（％） 15.5 15.0 17.9 14.0 18.8 12.7   0.483
　糖尿病（％）  4.8  3.8  3.8  4.3  6.3 11.8   0.006

注　1）　 1回30分以上の汗をかく程度の運動やスポーツを行う 1週間の頻度
　　2）　「健康である」と感じている者の割合
　　3）　治療中の者の割合

表 2　事業開始時と追跡調査における運動習慣の分布
（ｎ＝1,343） 　　　　　　　　　　　　

2 年後の追跡調査

週 0回 週 1回 週 2～ 3回 週 4～ 5回 毎日

事業開始時
　週 0回 384 57 47 8 9
　週 1回 55 113 54 10 3
　週 2～ 3回 40 65 200 33 11
　週 4～ 5回 15 14 46 55 14
　毎日 10 6 20 23 51

注　非推奨群（事業開始時・追跡調査とも週 2回未満）
　　：ｎ＝609（45.3％）
　　減少群（事業開始時週 2回以上，追跡調査週 2回未満）
　　：ｎ＝150（11.2％）
　　増加群（事業開始時週 2回未満，追跡調査週 2回以上）
　　：ｎ＝131（9.8％）
　　推奨群（事業開始時・追跡調査とも週 2回以上）
　　：ｎ＝453（33.7％）
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では，運動頻度が高
い群ほど女性の割合
が少ない傾向であっ
た。年齢は週 2回以
上行っている群が高
い傾向であった。主
観的健康感は週 2回
以上行っている群に
おいて，「健康であ
る」と感じている者
の割合が多い傾向で
あった。飲酒量では，
運動頻度が毎日の群
で3.0合／日以上の
多量飲酒者が少ない

れた項目の分散拡大要因（Variation Infl ation 
Factor：VIF）は1.05～1.15の範囲であった
（表 4）。

Ⅳ　考　　　察

　本研究は藤沢市国保被保険者を対象に，「健
康づくりのための運動基準2006」により示され
た推奨運動量レベルの運動習慣における継続・
増加・減少という変化と年間の入院外医療費と
の関連を検討した。事業開始年度と事業最終年
度の医療費の変化量の比較では，非推奨群と推
奨群との間に有意な差が認められた。各群の事
業開始年度と事業最終年度の医療費は，非推奨
群が最も増加したのに対し推奨群では唯一減少
が認められ，推奨運動量レベルの運動習慣の継

傾向であった。運動頻度が高い群ほど，
糖尿病治療中の者の割合が多い傾向で
あった。その他の項目（BMI，喫煙状況，
高血圧治療の有無，脂質異常症治療の有
無）は有意な差は認められなかった。
　運動習慣の変化で分類すると，非推奨
群は609名（45.3 ％），減少群は150名
（11.2％），増加群は131名（9.8％），推
奨群は453名（33.7％）であった（表 2）。
　事業開始年度の医療費は，運動習慣に
おける群間差はみられなかった。事業開
始年度と事業最終年度の医療費の変化について，
4群間の多重比較を行った結果，非推奨群と推
奨群との間に有意な差が認められた。事業開始
年度と事業最終年度の医療費の差の平均値は，
非推奨群では13,700円の増加，減少群では
16,416円の増加，増加群では6,710円の増加，
推奨群は94円の減少であった（表 3）。
　重回帰分析を用いて入院外医療費の変化に関
連する要因を検討した結果，運動習慣において
非推奨群に対し推奨群であることで有意に入院
外医療費の増加が少なかった。一方，事業開始
時の主観的健康感が低い，年齢が高い，糖尿病
の治療中であることが入院外医療費の増加に関
連する要因であった。性別，喫煙状況，飲酒量，
BMI，高血圧・脂質異常症の治療有無の関連は
認められなかった。また，有意な関連が認めら

表 3　運動習慣の変化による入院外医療費の比較（ｎ＝1,343）
（単位　円）

（n）
事業開始年度1） 事業最終年度 事業開始年度と

事業最終年度の
差の平均値
（標準偏差）2）中央値 範囲 中央値 範囲

非推奨群
（開始時・追跡調査とも
　週 2回未満）

609 66 360 0-828 860 81 000 0-851 990 13 700 (77 761)

減少群
（開始時週 2回以上，
　追跡調査週 2回未満）

150 70 260 0-1 078 610 86 960 0-1 843 690 16 416 (99 080)

増加群
（開始時週 2回未満，
　追跡調査週 2回以上）

131 89 220 0-456 600 97 810 0-516 220 6 710 (75 655)

推奨群
（開始時・追跡調査とも
　週 2回以上）

453 71 970 0-665 440 70 110 0-655 920 △94 (78 146)

注　1）　事業開始年度の医療費の群間比較：有意差なし（P＝0.198）
　　2） 　事業開始年度と事業最終年度の医療費の差の群間比較：一元配置分散分析（P＝0.026）および多重

比較（P＝0.034，非推奨群と推奨群との間）で有意差あり

表4　重回帰分析による入院外医療費の変化に関連する要因の検討（ｎ＝1,343）
偏回帰係数
（ｂ）

標準誤差
（SE）

標準偏回帰
係数（β）

有意確率
（P）

分散拡大要因
（VIF）

運動習慣
　非推奨群：対
　減少群 2 533.7 7 094.5 0.010 0.721 1.12
　増加群 △ 5 019.7 7 467.3 △0.019 0.502 1.10
　推奨群 △12 977.2 4 946.6 △0.076 0.009 1.22
年齢（歳） 1 283.9 425.0 0.082 0.003 1.07
主観的健康感
　健康である：対
　健康ではない 15 335.4 5 415.0 0.080 0.005 1.15
糖尿病の治療
　治療なし：対
　治療中 31 609.8 10 021.1 0.084 0.002 1.04

注　R2＝0.08，SEE＝77 473.4
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続者では医療費の増加が抑制されている傾向が
示唆された。
　質問紙を用いた身体活動や運動に関する先行
研究では，本研究と同様に 1週間の頻度を問う
簡便なものがこれまでにも数多く報告され23）-27），
大規模な調査やコホート研究などに活用されて
いる。例えば，高強度，中等度，低強度の 1回
15分以上の身体活動における 1週間の回数を問
うGodin and Shephardの質問紙23）があるが，こ
の質問紙は複数の研究により信頼性および妥当
性が検証され，良好な結果を得ている28）。また
Marshallら26）も，高強度では 1 回20分以上，中
等度では 1回30分以上の身体活動における 1週
間の回数を問う質問紙を用いて，中程度の信頼
性・妥当性を確認している。
　本研究の質問においてもスズケン社製加速度
計（ライフコーダ）による 1週間の身体活動量
の平均値との妥当性評価を行っている。生活習
慣調査票による運動習慣（ 1週間の運動回数）
とライフコーダ評価項目とのSpearmanの順位
相関係数は 1日の運動量（kcal）ではρ＝0.362，
1 日の歩数ではρ＝0.375であり，先行研究と
同等の結果であった（未発表資料）。
　開始時の運動習慣による対象者の特性におい
ては，性別，年齢，主観的健康感，飲酒量，糖
尿病の治療状況において有意差が認められた。
これらの項目は医療費との関連にも影響を及ぼ
すことが考えられるため，先行研究6）にならい，
重回帰分析を行っている。重回帰分析の結果で
は，医療費の変化には主観的健康感，糖尿病の
治療有無，年齢，運動習慣が関連することが明
らかとなった。また各項目のVIFは10未満であ
り，多重共線性は回避されていると考えられた。
　健康リスクと医療費との関連について18カ月
間の追跡を行った研究3）では，身体活動，BMI，
喫煙状況の他に心疾患や糖尿病患者において医
療費との関連が認められている。本研究では，
糖尿病の治療が医療費の増加に関連することが
明らかになった。本研究の質問は治療の有無を
問うものであった。治療の有無といった場合に，
薬物治療以外に食事・運動療法をどのように捉
えるか対象者によって異なることがある。この

ような限界はあるものの，前述のように生活習
慣病に関する医療費は入院外医療費の中で最も
多い割合を占めており，先行研究と同様に生活
習慣病との関連も入院外医療費に影響している
ことが確認された。また本研究では，主観的健
康感と医療費との関連も認められた。結果は示
していないが，「健康ではない」と感じている
者の高血圧・脂質異常症・糖尿病治療中の割合
は，「健康である」と感じている者よりも有意
に高く，生活習慣病やその他の疾病との関連が
影響する可能性がある。
　多変量解析の結果，生活習慣項目では喫煙状
況や飲酒量と医療費の増減の関連は見られず，
運動習慣の変化とのみ有意な関連が認められた。
すなわち偏回帰係数の値では，非推奨群に対し，
推奨群であることで約13,000円減少するという
結果であった。また運動習慣の医療費の変化へ
の寄与は，有意な関連が認められなかったBMI
や高血圧・脂質異常症の治療よりも大きいこと
が示唆され，運動の継続が医療費の抑制におい
て重要な要因のひとつであると考えられた。
　これまでに身体活動と医療費との関連を検討
した先行研究では，Martinsonら6）は質問紙で
評価した過去 1週間に行った合計30分以上の中
等度以上の身体活動の回数により，活動群と非
活動群に分類した上で，身体活動の継続・増加
と 2年後の入院および入院外の医療費の変化に
ついて検討を行っている。その結果，週 1回ま
たは 2回の身体活動を継続した群よりも週 0～
1回の者が週 3回以上に増加した場合に特に有
意な医療費の減少があったことを報告している。
本研究では，事業開始年度と事業最終年度入院
外医療費の差の平均値は，非推奨群が13,700円
の増加，減少群が16,416円の増加，増加群が
6,710円の増加，推奨群が94円の減少であり，
非推奨群が最も増加したのに対し，推奨群では
唯一減少が認められ，推奨群の医療費の増加は
抑制される傾向であった。増加群についてみる
と，開始時に糖尿病ではない者で， 2年後の追
跡調査時に糖尿病治療中となった者が 4群中最
も多く（4.8％），糖尿病の治療のため，医療費
や運動量が増加した可能性も考えられる。身体
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活動量が低いものが活動量を増すことは健康上
のメリットが大きいことが指摘されており29），
対象者の特性や身体活動の調査方法を十分考慮
しながら，長期的な医療費の変化を検討するこ
とが今後の課題である。
　Stearnsら4）は追跡開始時にインタビューによ
り評価した身体活動量と 4年後の医療費との関
連を検討した結果，全体の平均 1カ月当たり医
療費365ドルに対し，active sportsをする人は
241ドル少なく，swimming or walkingをする
人は77ドル少なかったことを報告している。ま
た，日本においても国保被保険者を対象に追跡
開始時に質問紙で評価した 1日の平均歩行時間
（30分未満，30分～ 1時間， 1時間以上）と 4
年間追跡した医療利用・医療費とを分析し， 1
日歩行時間が短いほど入院・入院外日数が多く，
医療費が高くなることが報告されている5）。し
かしながら，これまでの研究による身体活動の
評価は移動，仕事，余暇としてのすべての活動
を含む場合が多く，仕事以外の運動やスポーツ
というdomain specifi cの検討を行った研究は限
られている。その上，日本における推奨運動量
レベルの運動習慣の変化と医療費との関連を明
らかにした研究は極めて希少であり，本研究の
結果は，今後の身体活動推進対策の有用な知見
になりうると考えられる。今後は，加速度計な
どにおいて客観的に評価された身体活動と医療
費との関連をコホートデザインにより検討して
いくことが期待される。
　本研究の限界は以下の点である。第 1に，選
択バイアスの問題である。本研究は無作為抽出
により対象者を選定しているものの元の母集団
が国保被保険者に限られていること，回答に応
じた者でさらに分析には追跡調査に回答した
3,451名（追跡率75.5％）のうち，医療費，健
康診断および生活習慣調査のすべてのデータが
得られた1,343名を対象としている点である。
対象者の平均年齢は63.3±5.1歳（60歳代が
81.3％）であった。60歳代の対象者の，開始時
（2002年）に週 2回以上 1回30分以上の運動を
行っている者の割合は47.8％であった。2002年
国民栄養調査30）では60歳代の運動習慣を持つ者

（週 2回以上 1回30分以上の運動を 1年間以上
継続）は40.8％であった。国民栄養調査の結果
は， 1年間以上継続している者に限っているこ
とを考えると，運動習慣者の割合は大きくは異
ならないと考えた。また，本研究の対象者にお
ける事業開始年度（2002年度）の入院外医療費
の平均値は約99,000円であった。2002年度にお
ける45～64歳の国民 1人当たり入院外医療費は
約97,000円であり31），単純な比較は注意を要す
るが，医療費においてもおおむね同等であると
考えた。60歳以上の藤沢市民の 7割以上が国保
被保険者であることから，この年代へのポピュ
レーション・アプローチの方法として，本研究
結果を藤沢市の行政に活用できる可能性がある。
他地域への応用は，他の研究結果との比較も含
めて慎重に行わなければならない。
　第 2に，運動習慣の調査は事業開始時および
2年後の追跡調査時点での評価であり，運動習
慣の継続・増加・減少を正確に評価できていな
い可能性がある。すなわち， 2時点の間でさら
に運動量が変動している可能性があるため，運
動習慣の 4群に誤分類が生じている可能性があ
る。しかしながら方向性のない誤分類（non-
diff erential misclassifi cation）と考えられるため，
少なくとも過大評価による影響は生じないもの
と考えられる。
　第 3に，運動習慣の把握時点と医療費の把握
期間を考えると，本研究はアウトカムである医
療費と暴露因子である運動習慣との因果の時間
的関係が保証されない横断研究に近いデザイン
である。そのため，運動習慣の変化と医療費の
変化の関連については証明できたが，因果関係
については明確にはできない。例えば，何らか
の疾病が発生したことによって医療費が増加し，
運動習慣が減少したという解釈も可能である。
今後は，時間の関係をより明確にした研究が必
要である。
　これらの限界はあるものの，本研究は次の点
で有益な知見を含んでいる。第 1に多くの対象
者について，生活習慣調査，健康診断，医療費
のデータがすべて揃った状態で分析し，先行研
究とほぼ同様に，性別，年齢，BMI，主観的健
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康感，喫煙状況，飲酒量，高血圧・脂質異常
症・糖尿病の治療有無との関連も検討したこと
が挙げられる。第 2にこれまでにほとんど検討
されていない日本における推奨運動量レベルの
運動習慣の継続・増加・減少という変化と医療
費との関連を検討したことは，今後の身体活動
推進対策に有用であると考えられる。

Ⅴ　結　　　論

　本研究は，藤沢市国保被保険者を対象に，日
本における推奨運動量レベルの運動習慣の継
続・増加・減少と入院外医療費との関連を検討
した。その結果，運動習慣は入院外医療費の増
加に関連する要因であると考えられ，推奨運動
量レベル以上の運動を継続することにより，入
院外医療費の増加を抑制する傾向が示唆された。
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